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ドネシアの民主化の一〇年と言い換えられるかもしれない。 「開発独裁」と称されたスハルト長期政権は、首都ジャカルタにある中央政府が強力 指導力を 揮し、共産主義やイスラーム過激派などの仮想敵を国民に意識させながら、いわば強権で国家構造を維持させる中央集権・上意下達 システムを堅持させてきた。そこでは、国民が政府批判 表に出すことは控えられ、叡智ある「お上」の意向に自らを適応させていく態度を身につける必要があった。
　スハルト政権崩壊後の一〇年のなかで、
民主化の名の下に進められた様々な制度改革は根づいてきたのかどうか。国民のなかに、スハルト政権下で長年強いられた自己制御的な態度に変化が見られるよう なったのかどうか。古いインドネシアと新しいインドネシアとがせめぎ合いなが も、徐々に前者 ら後者への移行が模索され始めた一〇年だったので ないだろうか。
　民主化に伴う様々な現象のなかでも、中
央集権を是正するために導入された地方分権化、民意を反映する政体を実現するための正副大統領直接選挙の導入、およびそれに引き続く地方首長直接選挙の実施は、スハルト時代を思い起こせば、当時、近い将来に実現するとは誰も想像できなかったほどの変化だったに違いない。それらがわずかの間に実現してしまったこと 思えば、中央政府が細部まで仕切 てきた地域開発政策にも、何らかの大きな変 が起こって当然のはずである。
　しかし、ほとんどの地方政府は、
一九九八年五月の首都ジャカ タでの暴動を伴ったスハルト政権崩壊の影響を ぐに受けたわけではない。スハルト政権からハビビ政権への交代の前後で、地方は政治・行政上の連続性を維持していた。中央レベルでの急速な動きを尻目に、地方 は既存の政府組織がジャカルタ 動きをじっと見守っていたというほうが実態 近い。
　地方分権化や地方首長直接選挙といった
制度変化は、当初 構想段階で 議論は別としても、基本的に、中央レベルで立案されて地方へ下ろされたも である。もちろ
ん、地方は自らの立場を強めるこれらの制度変化を歓迎したのだが、その一方で、制度変化を受け入れるための事前準備を十分に進めてきたわけではなかった。
　それどころか、住民サービスの向上を理














































ためにも、また中央 どからの様々な支援資金に翻弄されないためにも、地域社会は自らの持つ地域資源を凝視し、それをどのように活用していくかを主体的 考える必要がある。地域開発のあらゆる局面に政治の影響が増すなか、政治エリートの意識を変えること 難しいが、州や県・市などからの歳入分与や 援資金を村落・コミュニティが主体的に取捨選択して使える能力向上のための支援が必要 るだろう。
　そして、地域開発政策の今後を考えるう
えで重要なのは、 「王」として振 舞う傾向を示す地方首長に態度 化をどう起こさ
せるかである。地方首長が「王」として振る舞うことで、地域開発に関する視野が狭くなり、自分の地域のことにしか関心を持たない内向的な姿勢が顕著になる。
　広域的な地域開発の必要性や地方政府間
の調整がますます重要になるなかで、地域開発政策のパフォーマンスに決定的な影響を持つ地方首長に対しては、他の地方首長の地域 を意識させるような 良質の外部者による働きかけが必要に る ではないだろうか。すなわち、地方首長間の「よい政策」やマネージメント能力 関する健全 競争意識を促し、第三者によ公正な評価を与えるような試みを行うことである。そこでは、良質な外部者・の助けを借りて、地域資源の発掘・活用や主体的な地域振興の手法 行政と住民との有効な協働事業、 どが積極的に評価され、他者の事例から学び合う環境づくり 進めていく必要があるだろう。最近では、 方政府の地域開発先進事例から中央政府が学び、それを全国展開へつなげるという方向性が出始めており、注目される。
　マネージャーとしての能力が高い地方首
長のなかから閣僚や大統領候補に 者も出てくるかもしれない。そ 頃、インドネシアの地域開発はどんな展開を見せているのだろうか。不安と期待を抱きながら 今後一〇年の動きを観察していきたい。
（まつい 　かずひさ／いりあい・よりあい・まなびあいネットワーク）
